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都市空間における調整池の実態と利用促進に関する考察 
―東京都町田市を事例として―
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１ はじめに

研究背景

年 月、東京都は近年の気候変動に対応するため

「東京都豪雨対策基本方針（改訂） 」により、豪雨対策

の目標降雨量を ミリ引き上げた。このことにより、「河

川整備」「下水道整備」「流域対策」「家づくり・まちづく

り対策」「避難方策」に関する具体的な方策を示すことに

なった。

東京都は、これまでにも豪雨対策の一環として、主体的

に整備する雨水流出抑制施設である調節池について計画

的に整備を進めてきた 。そして、本来の洪水防止機能だ

けではなく、都市における貴重な公共空間として、まちづ

くりの観点から公園や運動場、道路等の多目的利用施設

を整備し、有効活用が促進されている。

それに対し、同様の機能を持つ雨水貯留施設であって

も、土地区画整理事業や宅地開発行為で行政及び民間事

業者が設置した調整池では、運動場や公園等として利用

されている場合もあるが、そのほとんどが侵入防止柵で

囲われ閉鎖管理されているのが現状と言える。

本報では、人口減少社会において良好な住環境等を進

展させ、定住促進に向けた新たなまちづくりの視点で、調

整池の貴重な都市空間の利活用に着目した。 
 

研究目的

調整池の本来の機能を維持しながらも公共空間及び都

市空間の多目的利用は、隣接する居住地域において幅広

く地域コミュニティの形成や地域の活性化につながると

考える。また、常時閉鎖管理されている調整池は、景観確

保や防犯・防災対策等の観点からも適切な管理が求めら

れていると考える。調整池の多目的利用については、国が

推奨 していて、その詳細については地方公共団体に委ね

ている。

東京都は開発指導要綱 において、調整池の設置基準は

詳細に示されているが、多目的利用については施設の種

類等の指導のみであり、導入基準の詳細には触れていな

い。また、運用についても、独自の基準を設けていない。

調整池の設置・管理実態等についての先行研究には、鷹

島ら による全国の開発許可権を有するすべての自治体

を対象にした研究や、角田ら による東京都内自治体を対

象に調整池の維持管理についての研究はあるが、開発許

可権を持つ町田市は対象となっていない。

また、東京都内では、特定都市河川浸水対策法において

町田市内に源流を持つ鶴見川及び境川のみが特定都市河

川に指定されている 。町田市のほぼ全域が特定都市河川

流域に指定されており、河川改修や下水道整備、雨水流出

抑制施設整備などの浸水対策が進められている。このよ

うなことからも、町田市では、調整池をはじめ雨水貯留施

設の整備が進められてきた。

そこで本報では、東京都町田市を対象に既設調整池の

設置・管理の実態等を明らかにし、まちづくりに資する都

市空間の観点から調整池の多目的利用促進のあり方につ

いて探ることを目的としている。

 
２ 調査概要

調査方法

行政資料の収集

開発指導要綱や調整池の諸元情報資料

町田市へのアンケート及びインタビュー

①設置実態 ②管理実態 ③多目的利用の実態 ④調整

池の位置づけ ⑤市民からの問い合わせ

 
調査実施

①アンケート調査： 年 月 日～ 月 日

②インタビュー調査： 年 月 日

③調査対象機関：町田市下水道部下水道管理課

町田市都市づくり部建築開発審査課

 
３ 調査結果

調整池の取扱いに関わる開発指導要綱等の変遷

年の改定 において、 ㎡以上の開発で調整

池等の整備が初めて記された。次に、 年の改定 で

は東京都の基準に合わせ開発面積が ㎡以上に変更
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更され、 年の改定 からは、 ㎡以下の開発にお

いても指導されている。 年の改定 では、市への調

整池移管が求められるようになった。 年の改定 に

於いて面積要件が除外され雨水対策量として ㎥／

以上の雨水流出抑制施設整備（調整池等や浸透施設等）が

指導されている。

設置実態についての回答及び分析

表１ 町田市内の調整池の設置実態（ ）

町田市内には、鶴見川水系を流末とする 施設と境川

水系を流末とする 施設の合計 の調整池が整備さ

れている（表１）。この中には、開発行為等で整備された調

整池以外にも、ビルや集合住宅などの中高層建築などにお

いて整備された貯留施設も含まれている。

開発行為で整備された貯留施設と開発行為以外の中高

層建築などでの貯留施設の分類について担当者に確認し

たところ、資料の管理や保存の規則がないため調整池とし

て分類していると回答している。

所有者別にみると民間事業者等が全体の ％を占め

ている。町田市は ％、東京都 ％（ 施設のうち

施設が都営住宅）、独立行政法人都市再生機構（ ）・東京

都住宅供給公社（ ） ％となっている。

貯留量別の設置状況は、鷹島ら による全国 施設

を対象にした分析では、 ㎥未満の小規模施設が ％

（ 施設）と最も割合が高いことが明らかになってい

るが、町田市においては ％（ 施設）と小規模施設の

割合は少ない。また、 ㎥以上の大規模施設について

は同様に全国平均では ％（ 施設）に対して、町田

市内では ％（ 施設）である。

貯留量別の設置数は先行研究に比較して差異が大きい

ことが明らかになった。

整備された時期については、諸元情報を確認のうえ担

当者にヒアリングしたところ、町田市内 施設のうち

下水道管理課が管理する 施設以外についての情報を

保有していないことから、本稿では下水道管理課の管理

施設を対象に考察することとした（表２）。

町田市においては 年代から調整池の設置が開始

されている。八十川は 、調整池整備は 年より日

本住宅整備公団（現・独立行政法人都市再生機構）によ

り治水対策として雨水調整池の試みが始まっているこ

とを明らかにしているが、町田市においても大規模団地

の建設が 年代からスタートし 年代後半には複

数の団地で入居が始まっている 。

諸元情報によると、 年に日本住宅整備公団により

整備された藤の台団地の調整池が、町田市で最初の調整

池となっている。

年代から 年代までは、大規模団地や土地区

画整理事業に伴う調整池の設置がほとんどであったが、

年代から民間事業者による宅地開発に伴う調整池

の設置割合が増加したことが伺える。

 
表２ 調整池整備時期と設置要因となった事業

整備年代
整備

総数

調整池整備要因となった事業

区画整理、

団地開発等

宅地開発

等

その他

管理実態についての回答及び分析

 
表３ 町田市の調整池の諸元情報

下水道管理課が管理する調整池（ 施設）

①名称 ②設置場所 ③流域 ④敷地面積 ⑤管理面積

⑥上部面積 ⑦底部面積 ⑧容量 ⑨最大流出量 ⑩事業者

名 ⑪設置年月日 ⑫寄付年 ⑬備考 ⑭台帳 ⑮地下式

⑯二段式 ⑰有効利用 ⑱調整池台帳 ⑲下水道用地

教育委員会・公園緑地課等（ 施設）

①所有者分類 ②調整池名もしくは開発名 ③設置場所

④管理者 ⑤貯留量

民間等所有（ 施設）

①所有者分類 ②調整池名もしくは開発名 ③設置場所

④管理者 ⑤貯留量

 
調整池の諸元情報（表３）を主体的に管理しているの

項目 分類 割合 施設数

水
系

鶴見川水系

境川水系

所
有
者
別

町田市

東京都

・

民間事業者等

貯
留
量
別

㎥未満

㎥以上 ㎥未満

㎥以上 ㎥未満

㎥以上 ㎥未満

㎥以上 ㎥未満

㎥以上 ㎥未満

㎥以上 ㎥未満

㎥以上

不明
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は下水道管理課である。

下水道管理課が直接管理する 施設については詳細

な諸元情報が記されている。一方、教育委員会・公園緑地

課等それぞれが所管する調整池が 施設あり、また、民

間所有等施設は 施設あるが、下水道管理課が保有する

諸元情報は限られている。

下水道管理課の担当者の回答によると直接管理する施

設については、巡回、管の点検、除草などの日常管理を行

っている（表４）。管の清掃などは不具合が生じた場合は

対応している。

また、その他の市所有施

設については、所管部署に

より除草などの上面管理

などが中心で、調整池機能

維持にかかわる定期的な

メンテナンス等の管理は

行われていないとの回答

があった。 
アンケートやインタビュー調査で、民間所有施設につい

ては、近隣住民等より除草等の要望があった場合のみ管理

者に連絡をするに留まり、日常の管理や貯留機能維持に関

するメンテナンスなどついての指導は行っていない。また、

予算やマンパワー不足により充分な管理が行えていない、

との回答を得た。 
法律や条例による明確な管理基準が整備されていない

事が一因であると推測する。 
 

多目的利用の実態の回答及び分析

下水道管理課所管

の多目的利用施設の

実態 表５ は、 施設

ある。大半は公園であ

るが、常時滞水する施

設においてビオトー

プを 施設整備してい

る。

多目的利用施設は、

敷地面積に関わらず

整備されており、形状

については地下式や

二段式が大半を占め

ていることから、多目

的利用を前提に開発

時に設置されて来た

ものと言える。

下水道管理課所管

調整池 施設のう

ち、 ％が多目的利

用されていることが明らかになった。

民間施設等、下水道管理課以外の多目的利用の状況は

アンケート及び資料でも不明であり、インタビューにお

いても町田市全体の多目的利用施設の実態については

把握していないことが明らかになった。

町田市では既設調整池の多目的利用施設への転換に

ついては下水道管理課で最初に相談を受けるが、転換す

る施設によっては利用内容に関わる担当部署や開発指

導部署との調整となる。また、町田市独自の再整備に関

わる要綱などは整備されておらず、新設時の要綱等を準

用し指導をすることとしている。町田市において、これ

までに既設調整池の多目的利用施設への転換事例が無

かったことが一因と推測する。

年現在、市所有の既設調整池上部に人工地盤を設

置し給食センターを建設する計画が進んでいる。

公設公営の施設ではあるが、本事業は既設調整池の再

整備による多目的利用施設への転換としては町田市内

で初めての試みとなる。こうした事業を通じて、既設調

整池の多目的利用転換に向けたスキームなどが蓄積さ

れると考える。

調整池の位置づけについての回答

雨水流出抑制施設として、浸透施設の整備が多くなっ

てきているが、町田市では調整池の防災機能について重

要と考えている。町田市は調整池の多目的利用について

推奨しており、地域資源として捉えている旨の回答であ

った。また、流末等の整備進捗により不要になった調整

池はないと回答している。 
 

市民からの問い合わせについての回答

既設調整池について市民からは、敷地の除草・清掃、

害虫の発生などの苦情やフェンスの補修など日常の維

持・管理に関する事について問い合わせがある。 
また、多目的利用に向けて、住民からは駐車場をはじ

めとした、平面部分を利用した施設への転換についての

要望や、民間の施設所有者からは常時滞水型施設などで、

水辺を活かした空間作りへの転換について相談があっ

たことが明らかになった。 
多くの調整池は日常の生活エリアに設置されている

事からも、景観確保や防災対策等の暮らしに直結する意

見や、地域コミュニティでの活用を前提とした相談であ

る。 
 
４ 得られた知見

本調査で得られた知見は以下のとおりである。

①行政移管に向けたルールづくりと指導の必要性：町

田市の調整池は民間所有の調整池が 割以上占めており、

市への移管が進んでいない。町田市は都心近郊のベット

タウンとして急速に宅地化が進んだことにより、市への

表４ 下水道管理課所管調

整池の日常管理

管理内容 回数

施設巡回 回／年

管の点検 回／年

浚渫 施設／年

敷地除草等 回／年

表５ 下水道管理課所管施設の

多目的利用の実態（ ）

項目 分類
施設

数

施設

種類

公園

運動場

ビオトープ

敷

地

面

積

㎡以下

㎡以上

㎡未満

㎡以上

㎡未満

㎡以上

㎡未満

㎡以上

不明

形状

地下式

二段式

オープン
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移管が求められる以前に設置されたことが要因と推察さ

れる。今後、防災機能維持や利活用促進の為にも行政移管

に向けたルール作りや指導が必要であると考える。

②法律や条例による管理や運用指針等が整備不足：既設

調整池は法律や条例による管理や運用指針等が整備され

ていないことで、市の調整池管理部局においては、市所有

以外の施設についての詳細な設置・管理実態について把握

していない。また、再整備についても同様に新設時の開発

指導要綱を準用するなど、スキームが整備されていない事

などが多目的利用を妨げているのではないかと考える。

③市所有調整池に関する情報不足：下水道管理課所管調

整池の多目的利用は ％の施設で導入されているが、

その他の市所有調整池について情報保有されていないの

は課題と考える。市内全体では 割以上を占める民間施設

等の多目的利用の実態は行政でも把握しておらず、同様な

課題であると考える。また、今後は民間施設等の実態を明

らかにするための研究・調査方法を課題とする。

④良好な住環境を維持するための適切な管理や活用の

必要性：多くの調整池は住宅地内に設置されている事から

も、近隣住民からは、良好な住環境維持のための適切な管

理や活用が求められている。 
 
５ おわりに

町田市は特定都市河川流域であることからも、近年の気

候変動に伴う降雨量の増加に対し、豪雨災害リスクが高い

地域となっている 。

調整池は本来、開発等によって失われた保水機能を一時

的に貯留し、浸水被害などを防ぐために法律に基づき開発

指導により設置されているが、その後の貯留機能維持のた

めの管理・運用基準などは町田市において詳細に示されて

いない。あわせて、民間施設等も含めた町田市全体の調整

池の詳細な諸元情報の蓄積が不十分であり行政において

も全体像を掴めていないのが現状である。

こうしたことは、調整池の管理・運用基準などが、法律

や条例等により整備されていないことが一因であり、その

為、行政において既設調整池の管理・運用などは優先的な

施策と成り得ず、また、充分な予算や人材が割り当てられ

ていないのが現状である。

今後は、設置から 年を超える施設が増加することか

らも、貯留機能維持等のために施設の管理や運用、更新や

再整備について明確な基準を整備し、防災機能が損なわれ

ないよう努めるべきである。

加えて、町田市では調整池を地域資源とし捉えているこ

とからも、利活用促進に向けた関連する基準を整備し、調

整池を都市部の貴重な都市空間として捉え、少子高齢化

社会で住宅地域に求められる新たな都市機能の実装可

能な施設として整備が必要であると言える。
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